
平成２８年産米の市町村別生産数量目標 

及 び 自 主 的 取 組 参 考 値 の 設 定 方 針 

 

平 成 ２ ７ 年 １ ２ 月 １ ６ 日 

愛 知 県 米 需 給 調 整 推 進 会 議 

 

１ 全国と本県への生産数量目標の通知 

国は、全国の平成２８年産米生産数量目標を前年産から８万トン減の７４３万トン

とし（前年比約１．１％減）、面積換算値では２万ヘクタール減の１４０万ヘクタール

とした（米穀の需給及び価格の安定に関する基本指針 平成 27年 11 月 30 日公表）。 

本県に対しては、前年産から１，４３８トン減の１３３，５３２トン（約１．１％

減）、面積換算値２６，３３８ヘクタール（２８２ヘクタール減）が通知された（平成

27 年 11 月 30 日付け 27 政統第 290 号農林水産省政策統括官通知）。 

 

２ 本県の市町村別生産数量目標の設定方針 

（１）国は、平成 28年産米における都道府県別の生産数量目標を、平成 26 年 11 月の基

本指針に基づき、平成 27 年産米における都道府県別の生産数量目標のシェアを固

定し、全国の生産数量目標を「各県のシェア」で按分することにより設定した。な

お、都道府県別自主的取組参考値についても、全国の自主的取組参考値を「各県シ

ェア」で按分して設定した。 

本県では、市町村別の生産数量目標を設定するにあたり、継続性や農業者の意欲

を考慮し、昨年と同じ次の要素とウエイトで算出する。 

＜市町村別の生産数量目標の算出に用いる要素とウエイト＞ 

①  地域の水田農業の継続性を確保するための要素 

平成２７年産米の市町村別生産数量目標                         ５０％ 

② 意欲のある農業者の取組を促進するための要素 

(ｱ) 平成２７年度の水稲生産実施計画書を提出した 

市町村別認定方針参加農業者の生産数量目標                   ２０％ 

(ｲ) 平成２７年産の市町村別水稲共済加入面積                     １０％ 

③ 公平性を確保するための要素 

平成２７年の市町村別田本地面積                               ２０％ 

 

（２）なお、算定の結果前年の生産数量目標を上回る市町村は、前年と同量（前年比 

１００％）となるよう事後調整する。前年を下回る市町村は、上回った市町村の 

事後調整で発生した数量を減少量のシェアに応じ按分し、上乗せする。 

（３） 本県への生産数量目標には、種子用あるいは学校教育・試験研究用の生産（以下、

種子用等）といった実数として確保する必要がある数量も含まれていることから、

これらについては、市町村へ配分する生産数量目標から予め控除しておき、調整後

の当該市町村の数量に加えることとする。 

（４） 上記の（１）から（３）により設定した市町村別の生産数量目標は、当該

市町村の１０アール当たりの配分基準単収で除した面積換算値と併せて市町村に

通知することとする。 

   平成 28年産米生産数量目標の事後調整方法 

H26産比100％ H26産比100％

100%との差に応じて加算

A市 B市 C市 D市 E市  

３ 本県の市町村別自主的取組参考値の設定方針 

（１）  国は、平成 28 年産米について、生産数量目標とともに都道府県別の自主的取組

参考値を都道府県に提示することとした。この自主的取組参考値とは、仮にこれだ

け生産すれば、平成 29 年度の期末在庫数量が近年では低位の水準に近づくものと

して国が設定するものである。 

都道府県別については、全国の自主的取組参考値７３５万トンに都道府県別生産

数量目標の各県シェア率をかけて算定され、本県へは１３２，０９４トンが示され

た。なお、都道府県段階から市町村段階への提供方法は、都道府県段階において自

主的に決定するものとしている。 

（２）  本県としては、県から市町村に生産数量目標と併せて通知する。 

なお、配分方法は、国と同様に次の方法により算出する。 

 国から通知された自主的取組参考値－本県の種子用等数量合計＝① 

 生産数量目標（種子用等除く）の市町村別シェア＝② 

市町村別自主的取組参考値（種子用等除く）＝①×②＝③ 

市町村別自主的取組参考値＝③＋市町村毎の種子用等数量 

H27 産比 100%H27 産比 100% 


